農地法【3条】申請（農地の権利移動）に係る提出書類一覧
農地法第３条許可の申請に必要な書類の一覧です。

申請内容によって必要な書類も異なりますので、詳しくは農業委員会におたずねください。
　なお、申請書提出前に必要書類がそろっているかチェック欄でご確認ください。
◆3条（県・町許可）
1.常に必要なもの

	№
	提出書類
	県許可　部数
	町許可　部数
	備　　　　　考
	ﾁｪｯｸ欄

	1
	➡3条許可申請書
	3
	2
	＊県→県提出用、町控用、許可用 各1部

＊町→町、許可用 各1部
	

	2
	土地登記事項証明書
	2

1部（原本）
	1

（原本）
	＊全部事項証明書に限る
規則第10条第2項1号
	

	3
	現地案内図
（1/1500～1/3000程度）
	2
	1
	＊申請地を明示する（赤着色）
	

	4
	農業委員及び推進委員の意見書
	1
	1
	＊担当委員は、事務局におたずねください。
	

	2.場合により必要とされるもの

	1
	住民票
	2

1部（原本）
	1

（原本）
	＊土地登記事項証明書の記載と譲渡人の現住所が異なる場合
	

	2
	委任状
	2
	1
	＊代理申請の場合
	

	3
	真正な権利者であることを証する書面

（戸籍謄本、遺産分割協議書写、他の相続人 の相続放棄を証する書面、相続分不在存証明書、相続関係説明図、印鑑証明又は同意書等）、（遺言執行人の場合、遺言書写し（公正証書、家裁の検認）で可能）
	2
	1
	＊土地登記事項証明書の記載と譲渡人氏名が異なる場合

	

	4
	法人の定款・寄附行為の写し
	2
	1
	＊法人による場合（地方公共団体、独立行政法人は除く）

法第3条第3項の規定により同条第1項の許可を受けようとする場合は、法人登記事項証明書又はその法人の代表者が発行する同条第3項第3号に該当する旨の証明書

規則第10条第2項第2号
	

	5
	農地所有適格法人の適格要件が備わっていることを証する書面（法人登記簿謄本）、組合員名簿、株主名簿又は社員名簿の写し
	2
	1
	＊農地所有適格法人による場合
規則第10条第2項第3号
	

	5-1
	承認会社の証明書（農林水産大臣の承認通知の写しなど）及び株主名簿の写し
	2
	1
	＊農業法人に対する投資の円滑化に関する特別措置法による承認会社が構成員となっている場合
規則第10条第2項第4号
	

	5-2
	構成員が農地法第２条第３項第２号チに掲げる者（農業関係者以外で農地所有適格法人の構成員となることが認められる者）であることを証明する書面（法人が清算した農作物の購入についての契約書の写しなど。）
	2
	1
	＊農地所有適格法人による場合で、農業関係者以外の者を構成員とする場合

規則第10条第2項5号


	

	6
	農地利用集積円滑化事業規程
	2
	1
	*農地利用集積円滑化団体が権利を取得する場合（年度当初のみ）
規則第16条第2項第2号
	

	7
	農業経営受託規程
	2
	1
	＊農業協同組合が農業経営受託を行う場合
	

	8
	営農計画書
	2
	1
	*遠隔地、新規、法人の場合等で確認を要する場合
	

	9
	耕作等証明書
	2
	1
	*他市町村に農地を保有している場合、土地改良事業実施中の場合
法第3条第2項第1号
	

	10
	農地の所有者と借り手の、使用貸借による権利又は賃借権の設定についての契約書の写し
	2
	1
	＊農地法第3条第3項の規定（解除条件付きの貸借契約を結ぶこと等の要件を満たせば、農地所有適格法人以外の法人の権利取得を認めない要件等が適用されない規定）の適用を受けて許可を受けようとする場合

規則第10条第2項7号
	

	11
	作業受委託契約書の写し
	2
	1
	*作業の一部を委託する場合
	

	12
	農地等所有者の同意書
	2
	1
	*所有権以外の権原により農地を使用収益する者が使用収益権を譲渡・転貸する場合民法第612条
	

	13
	借入地転貸理由書
	2
	1
	*所有権以外の権原により農地を使用収益する者が使用収益権を譲渡・転貸する場合
	

	14
	単独申請が可能であることを証する書面（確定判決書写し、調停調書写し、競売決定書写しなど）
	2
	1
	＊単独申請の場合

規則第10条第2項9号
	

	15
	親権者の同意書及び親権者であることを証する書面 （戸籍謄本）
	2
	1
	*未成年者が申請する場合
	

	16
	一時利用地指定通知書（写し）、指定図面（写し）、一時利用の指定を受けた者の同意書（一時利用地の再指定があった場合は再指定を受けた者の同意書）、事業主体の意見書及び事業主体が換地業務を委託している場合はその委託先の意見書
	2
	1
	*土地改良事業中の一時利用指定中の場合
	

	17
	換地処分通知書（写し）、指定図面（写し）
	2
	1
	換地決定後登記前
	

	18
	他方申請書(写し）
	2
	1
	交換等で許可権者が異なる場合
	

	19
	議決権の総数の４分の３以上を農業協同組合等の有する議決権の数の合計が占めることを証明する書面又は議決権の総数の過半を地方公共団体の有する議決権の数が占めることを証明する書面
	2
	1
	＊権利を取得しようとする者が乳牛又は肉用牛の飼養の合理化のための事業を行う一般社団法人の場合

規則第10条第2項6号
	

	20
	基本財産の総額の過半を地方公共団体の拠出した基本財産の額が占めることを証明する書面
	2
	1
	＊権利を取得しようとする者が乳牛又は肉用牛の飼養の合理化のための事業を行う一般財団法人の場合

規則第10条第2項6号
	

	21
	景観法第56条第2項の規定による市町村長の指定を受けたことを証明する書面
	2
	1
	＊権利を取得しようとする者が景観法第92条第1項に規定する景観整備機構である場合

規則第10条第2項8号
	

	22
	その他
	2
	1
	＊申請後、許可の判断をするにあたって必要不可欠と許可権者が判断した場合、その他の書類を求めることがあります。
	


· 遠隔地とは、町外者の取得はすべて遠隔地とみなす。

· 別途木曽岬町土地改良区へ提出する以下の書類を1部提出してください。

➡組合員資格得喪通知書
